
2025年4⽉4⽇
投資信託受益者の皆さまへ

明治安田アセットマネジメント株式会社

1. 前営業⽇⽐5％以上下落したファンドの基準価額および騰落率

明治安田ＤＣ外国株式リサーチオープン
（愛称︓ＤＣジェットストリーム） 48,373 -2,912 -5.68

明治安田アメリカ株式ファンド
（愛称︓グレートイーグル） 46,021 -2,891 -5.91

・基準価額は、分配落ち前の価格を掲載しています。
・当資料への掲載は基準価額が5%以上下落したファンドであり、⼩数点以下を四捨五⼊して5%の下落となる場合は含んでおりません。

基準価額が5%以上下落したファンドについて

　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　弊社公募投資信託において⼀部、本⽇の基準価額が前営業⽇⽐で5％以上下落したファンドがありましたので
お知らせいたします。

ファンド名 基準価額
（円）

前営業⽇⽐
（円）

騰落率
（％）

明治安田⽶国中⼩型成⻑株式ファンド 7,446 -716 -8.77

東洋ベトナム株式ファンド２０２１ 10,783 -1,156 -9.68

⼩型株ファンド
（愛称︓グローイング・アップ） 36,919 -1,945 -5.00

東洋ベトナム株式オープン 9,831 -1,051 -9.66
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2. 基準価額の主な下落要因について

【国内株式相場】

出所︓Bloomberg

【外国株式市場】

出所︓Bloomberg

【外国為替相場】

出所︓Bloomberg

出所︓Bloomberg

　4⽉3⽇の外国株式相場は下落しました。⽶国トランプ⼤統領が4⽉2⽇⼣刻（⽇本時間4⽉3
⽇早朝）に貿易相⼿国に対して⽰した「相互関税」が市場予想よりも厳しい内容となり、交易条
件の悪化を背景とした世界経済の減速懸念がリスクオフの主因です。特に関税率が46％と高かっ
たベトナムの下落率が⼤きくなりました。
　4⽉4⽇の国内株式相場は下落しました。外国株式相場が下落した流れが国内株式相場でも
続き、下落しました。また、同⽇の東京外国為替市場で⽶ドルは円に対して下落しました。⽶国の
相互関税強化を嫌気した⽶ドル売りと、投資家のリスク回避通貨として円を買う動きから円高が進
みました。
　当面は値動きの⼤きい状況が続くことも予想されますが、引き続き市場動向等を注視してまいりま
す。

指数 4⽉4⽇ 4⽉3⽇ 騰落率
（％）

東証株価指数（TOPIX） 2,482.06 2,568.61 -3.37
東証グロース市場250指数 597.38 626.75 -4.69

指数 4⽉3⽇ 4⽉2⽇ 騰落率
（％）

Ｓ＆Ｐ500種株価指数 5,396.52 5,670.97 -4.84
ナスダック総合指数 16,550.61 17,601.05 -5.97
Russell 2500グロース指数（配当込み） 11,618.88 12,454.17 -6.71
ベトナムVN指数 1,229.84 1,317.83 -6.68
MSCI-KOKUSAI(ex.JP、配当込み、ﾍｯｼﾞなし） 20,177.74 20,991.12 -3.87

通貨 4⽉4⽇ 4⽉3⽇ 騰落率
（％）

通貨 4⽉3⽇ 4⽉2⽇ 騰落率
（％）

100ベトナムドン（円） 0.5638 0.5839 -3.44

⽶ドル（円） 146.03 147.83 -1.22
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【ご留意事項】

● お申込みに際しての留意事項
・

・
・

● 投資信託に係る主なリスク
・

・

● 投資信託に係る費用

①直接ご負担いただく費用
・ 購⼊時⼿数料

・ 信託財産留保額

②保有期間中に間接的にご負担いただく費用（ファンドが負担する費用）
・ 運用管理費用（信託報酬）

・ その他の費用・⼿数料

※

明治安田アセットマネジメント株式会社
⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第405号
加⼊協会︓⼀般社団法⼈投資信託協会/⼀般社団法⼈⽇本投資顧問業協会

信託財産の監査にかかる費用（監査費用）として監査法⼈に支払う他、有価証券等の売買の際に売買仲介⼈に支
払う売買委託⼿数料、先物取引・オプション取引等に要する費用、資産を外国で保管する場合に当該資産の保管や
資⾦の送⾦等に要する費用として保管銀⾏に支払う保管費用、その他信託事務の処理に要する費用等がある場合に
は、信託財産でご負担いただきます。（その他の費用については、運用状況等により変動しますので、事前に料率、上限
額等を表⽰することができません。また、監査費用は監査法⼈等によって⾒直され、変更される場合があります。）

上記に記載している費用等は、⼀般的な投資信託を想定しています。費用の料率については、明治安田アセットマネジメン
トが運用するすべての投資信託のうち、徴収するそれぞれの費用における最高の料率を記載しています。各ファンドの⼿数料
等の詳細は、投資信託説明書（交付目論⾒書）をご覧ください。

投資信託の主なリスクには、株価変動リスク、債券価格変動リスク、信用リスク、流動性リスク、為替変動リスク、カントリーリ
スク等がありますが、基準価額の変動要因はこれらに限定されるものではありません。投資信託は、個別のファンドにより投資
対象資産の種類や投資制限、投資対象国等が異なりますので、各ファンドのリスクの内容や性質はそれぞれ異なります。詳
細については投資信託説明書（交付目論⾒書）をご覧ください。

お客さまには、以下の費用の合計をご負担いただきます。合計額については、投資者の皆さまの保有期間等に応じて異なりま
すので、表⽰することができません。

購⼊価額に、3.3％（税抜3.0％）を上限として、各販売会社が定める料率を乗じて得た⾦額とします。

換⾦申込受付⽇または換⾦申込受付⽇の翌営業⽇の基準価額に上限0.5％の率を乗じて得た額とします。

信託財産の純資産総額に対し実質的に年2.09％（税抜1.9％）の率を乗じて得た額を上限とします。
※⼀部の投資信託には成功報酬が定められており、信託財産から支払われます。詳細については投資信託説明書
（交付目論⾒書）をご確認ください。

当資料は、投資家の皆さまがファンドの理解に資するための情報提供を目的とするものであり、投資勧誘を目的とするものでは
ありません。

投資信託のお申込みを⾏う場合には投資信託説明書（交付目論⾒書）を販売会社よりお渡しいたしますので、必ず投
資信託説明書（交付目論⾒書）で内容をご確認のうえ、ご⾃⾝でご判断ください。
投資信託のお取引に関しては、⾦融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。
投資信託は、預貯⾦や保険契約とは異なり、預⾦保険機構および保険契約者保護機構の保護の対象ではなく、また、登
録⾦融機関から購⼊された投資信託は投資者保護基⾦の補償対象ではありません。

投資信託は、値動きのある有価証券等（外貨建資産には為替変動リスクもあります。）に投資しますので、価格変動の
影響を受け、基準価額は変動します。これらの運用により信託財産に生じた運用成果（損益）はすべて投資者の皆さま
に帰属します。したがって、投資者の皆さまの投資元本は保証されているものではなく、基準価額の下落により投資元本を
割り込み、損失を被ることがあります。投資信託は預貯⾦と異なります。
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お取引にあたっての手数料等およびリスクについて

手数料等およびリスクについて

ご投資にあたっての留意点

 株式等の売買等にあたっては、「ダイワ・コンサルティング」コースの店舗（支店
担当者）経由で国内委託取引を行なう場合、約定代金に対して最大1.26500％（但
し、最低2,750 円）の委託手数料（税込）が必要となります。また、外国株式等の
外国取引にあたっては約定代金に対して最大0.99000％の国内取次手数料（税込）
に加え、現地情勢等に応じて決定される現地手数料および税金等が必要となります。

 株式等の売買等にあたっては、価格等の変動（裏付け資産の価格や収益力の変動を
含みます）による損失が生じるおそれがあります。また、外国株式等の売買等にあ
たっては価格変動のほかに為替相場の変動等による損失が生じるおそれがあります。

 信用取引を行なうにあたっては、売買代金の30％以上で、かつ30 万円以上の委託
保証金が事前に必要です。信用取引は、少額の委託保証金で多額の取引を行なうこ
とができることから、損失の額が差し入れた委託保証金の額を上回るおそれがあり
ます。

 債券を募集・売出し等により、又は当社との相対取引により売買する場合は、その
対価（購入対価・売却対価）のみを受払いいただきます。円貨建て債券は、金利水
準の変動等により価格が上下し、損失が生じるおそれがあります。外貨建て債券は、
金利水準の変動に加え、為替相場の変動等により損失が生じるおそれがあります。
また、債券の発行者または元利金の支払いを保証する者の財務状況等の変化、およ
びそれらに関する外部評価の変化等により、損失が生じるおそれがあります。

 投資信託をお取引していただく際に、銘柄ごとに設定された各種手数料等（最大
3.3％（税込）の購入時手数料、換金時には、1口（当初1口＝1,000円）につき最大
22円（税込）の解約手数料や最大0.5％の信託財産留保額、間接的にかかる費用と
して、運用管理費用（国内投資信託の場合には信託報酬として最大年率2.420％
（税込）、外国投資信託の場合には管理報酬等として最大年率3.755%程度）、その
他運用実績に応じた成功報酬やその他の費用・手数料等（運用状況等により変動す
るため、事前に料率、上限額等を表示することができません））をご負担いただく
場合があります。また、各商品等には価格の変動等による損失が生じるおそれがあ
ります。

 取引コースや商品毎に手数料等およびリスクは異なりますので、上場有価証券等書
面、契約締結前交付書面、目論見書、等をよくお読みください。各商品の目論見書
等のご請求は、大和証券のお取引窓口までお願いいたします。

 外国株式、外国債券の銘柄には、我が国の金融商品取引法に基づく企業内容の開示
が行なわれていないものもあります。

商号等 ：大和証券株式会社 ／ 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第108号

加入協会：日本証券業協会、一般社団法人日本投資顧問業協会、一般社団法人金融先物取引業協会、
一般社団法人第二種金融商品取引業協会、一般社団法人日本STO協会


